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過年度有価証券報告書における関連当事者取引の注記一部訂正予定に関するお知らせ 

 

当社が過去に開示した有価証券報告書に訂正すべき事項がありましたので、下記のとお

りお知らせします。 

 

記 

 

１．訂正の理由 

当社が過去に開示した有価証券報告書につき、関連当事者との取引について記載漏れが

あったことが判明したため、有価証券報告書の訂正報告書を関東財務局に提出する予定で

す。 

なお、当社は、2015 年９月に過年度決算の訂正をしていることを踏まえ、当該関連当事

者取引の条件の妥当性及び記載漏れが生じた原因について、外部の専門家を活用した調査

を行いました。 

当社は、かかる調査の結果、当該取引は取引先が関連当事者に該当する以前から継続し

ている取引であり、その内容及び条件は不合理なものではないことを確認しています。ま

た、当該記載漏れは、当社の役員（2013 年６月～2015年８月）であった前田恵造氏が、当

該関連当事者における自己及びその近親者を含めた議決権の比率についての認識が不正確

であったため、その任期中に実施された関連当事者取引の有無及び内容に関するアンケー

ト調査において、該当なしと回答していたことにより発生したものであることが判明しま

した。 

本件は、2016 年３月期に係るアンケート調査において、同氏が、昨年の過年度決算の訂

正を踏まえて慎重に確認した結果、自己及びその近親者が議決権の過半数を所有している

おそれを認識し、当社に申告したことから判明したものです。現在、その他に関連当事者

取引の記載漏れ等がないかについて、過去５年間に当社の役員であった者及び現在の当社



の役員に対して確認中であり、確認ができ次第、訂正有価証券報告書を関東財務局に提出

する予定です。また、追加で訂正すべき事項が生じましたら、速やかにお知らせします。 

当社は、決算期毎に全役員を対象として関連当事者取引の有無及び内容について確認を

していますが、今後、さらに注意喚起をすることにより、再発防止を徹底してまいります。 

 

２．訂正を予定する有価証券報告書 

（１）第 175 期（2014年３月期）有価証券報告書（2015 年９月７日付訂正報告書） 

（２）第 176 期（2015年３月期）有価証券報告書（2015 年９月７日付提出） 

 

３．過年度の業績への影響 

今回の訂正は、関連当事者取引情報の記載漏れによるものであり、過年度における経営

成績及び財政状態等に影響を与えるものではありません。 

 

４．関連当事者取引の概要 

（１）関連当事者 

 当社グループが取引を行っていた関連当事者は、下記の２社です。 

㈱長谷川梱包交運は当社の役員(2013年６月～2015年８月)であった前田恵造氏及びその

近親者が議決権の過半数を直接所有している会社で、㈱ハセコン運輸は㈱長谷川梱包交運

の 100%子会社です。 

 

会社名 所在地 資本金 事業の内容 

㈱長谷川梱包交運 

 

東京都品川区 7,000万円 倉庫業及び貨物荷造梱包業 

㈱ハセコン運輸 

 

大阪府茨木市 1,100万円 運送業 

 

（２）当社グループとの取引概要 

2013年度（自 2013 年４月１日 至 2014年３月 31日） 

会社名 取引内容 取引条件及び取引条件の決定方

針等 

取引金額 

（百万円） 

㈱長谷川梱包交運 倉庫賃借及び貨物荷造

梱包の委託 

一般の取引と同様に、価格、手続

き、条件の妥当性を検討のうえ決

定しております。 

459 

㈱ハセコン運輸 運送の委託 一般の取引と同様に、価格、手続

き、条件の妥当性を検討のうえ決

定しております。 

308 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれております。 

２．取引金額は、上記２社が関連当事者となった日以降の金額を記載しております。 



 

2014年度（自 2014 年４月１日 至 2015年３月 31日） 

会社名 取引内容 取引条件及び取引条件の決定方

針等 

取引金額 

（百万円） 

㈱長谷川梱包交運 倉庫賃借及び貨物荷造

梱包の委託 

一般の取引と同様に、価格、手続

き、条件の妥当性を検討のうえ決

定しております。 

528 

㈱ハセコン運輸 運送の委託 一般の取引と同様に、価格、手続

き、条件の妥当性を検討のうえ決

定しております。 

344 

（注）取引金額には消費税等が含まれております。 

 

以 上 

 


